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Ⅲ  学校給食の栄養管理 

  学校給食法第２条では学校給食の目標について、「適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図

ること。」「日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる

判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと。」としており、目標達成には栄養管理が重要であ

る。学校給食の栄養管理は、学校給食実施基準（学校給食法第８条）に基づいて行われており、

一般的には①献立作成（食事計画）、②給食の提供、③事後の評価、④評価に基づく改善の流れで

実施するが、食事計画を立てる前に、対象者の実態把握（アセスメント）を行うことが望ましい。 

１ 献立作成 

⑴ 年間献立計画の作成 

学校給食を教材として活用できるよう、教科等で学習する内容や時期を的確に把握し、食に

関する指導の全体計画や食に関する指導の年間指導計画と関連づけた献立作成が大切である。 

年間献立計画に掲げる項目としては次のようなものがある。 

① 月目標 

② 献立作成のねらい 

③ 行事食・郷土料理・季節の料理 

④ 旬の食品・地場産物等の取り入れたい食品 

⑤ 選択給食 

⑥ 関連した学習内容・学校行事 

  【年間献立計画の例】 

月 月目標 献立作成のねらい 行事食等 取り入れたい食品 教科等との関連 

４
月

い ろい

ろ な食

品 を知

ろう 

・１年生が給食にな

れるように好み

の料理や食べや

すい料理にする。

・配膳しやすい献立

にする。 

入学・進級祝い

姉妹・友好都市

（ロサンゼルス

市） 

給食試食会  

赤飯 

キャベツ 

たけのこ 

いちご 

水耕ねぎ 

みつば 

１年生活：わたしの学校どん

なところ 

３年理科：植物をそだてよう

５年家庭：見つめよう家庭生

活 

６年家庭：見直そう食事と生

活のリズム 

５
月

地 場産

物 を知

ろう 

・地域でとれる食品

を通して、自分た

ちの住む町、市、

県を知らせる。 

・行事食に込められ

た思いを知らせ

る。 

幼児児童生徒の

日 

姉妹・友好都市

（トリノ市） 

ふるさと給食 

かしわもち 

新じゃがいも 

新たまねぎ 

ふき 

ニギス 

キャベツ 

アスパラ 

２年生活：花ややさいをそだ

てよう 

４年社会：住みよいくらしを

つくる 

５年社会：わたしたちの生活

と食料生産 

５年理科：生命のつながり 

６
月

バ ラン

ス のよ

い 食事

を 知ろ

う 

・歯や骨を丈夫にす

る食品や料理を

多く取り入れる。

・自分の体を考えて

食品を選ぶこと

ができるように

する。 

歯と口の健康週

間 

かみかみ献立 

セレクト献立 

たまねぎ 

にんじん 

トマト 

メロン 

小魚 

１年国語：おおきなかぶ 

３年体育：けんこうな生活 

４年体育：育ちゆく体とわた

し 

５年体育：心の健康 

６年体育：病気の予防 

（以下略） 
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⑵ 学校給食摂取基準の検討 

国が示した学校給食摂取基準は、児童生徒１人１回当たりの全国的な平均値を示すものであ

るから、適用に当たっては、個々の児童生徒の健康状態及び生活活動等の実態並びに地域の実

情に十分配慮し、弾力的に適用することが必要である。なお、本基準は男女の人数比を１：１

で算定しているため、各学校においては実態に合わせてその比率に配慮する必要がある。

ア 小中学校及び特別学校の小中学部の児童生徒１人１回当たりの学校給食摂取基準 

区    分 
基          準          値 

児童（６～７歳） 児童（８～９歳） 児童（１０～１１歳） 生徒（１２～１４歳）

エネルギー（kcal） ５３０ ６４０ ７５０ ８２０ 

たんぱく質    (g)

範囲 ※ 

２０ 

１６～２６ 

２４ 

１８～３２ 

２８ 

２２～３８ 

３０ 

２５～４０ 

脂質          学校給食による摂取エネルギー全体の２５～３０％ 

ナトリウム 

（食塩相当量）(g)
２未満 ２．５未満 ２．５未満 ３未満 

カルシウム   (mg) ３００ ３５０ ４００ ４５０ 

鉄      (mg) ２ ３ ４ ４ 

ビタミンＡ(μgRE) １５０ １７０ ２００ ３００ 

ビタミンＢ1  (mg) ０．３ ０．４ ０．５ ０．５ 

ビタミンＢ2  (mg) ０．４ ０．４ ０．５ ０．６ 

ビタミンＣ   (mg) ２０ ２０ ２５ ３５ 

食物繊維      (g) ４ ５ ６ ６．５ 

(注) １  表に掲げるもののほか、次に掲げるものについてもそれぞれ示した摂取について配慮すること。 

              マグネシウム ： 児童（６～７歳） ７０mg、児童（８～９歳）８０mg、児童（１０～１１歳）１１０mg、 

                生徒（１２～１４歳）１４０mg 

             亜    鉛 ： 児童（６～７歳）   ２mg、児童（８～９歳） ２mg、児童（１０～１１歳）   ３mg、 

                生徒（１２～１４歳）  ３mg 

２ この摂取基準は、全国的な平均値を示したものであるから、適用に当たっては、個々の健康及び生活活動等

の実態並びに地域の実情等に十分配慮し、弾力的に運用すること。 

※  範 囲 ： 示した値の内に納めることが望ましい範囲 

イ 夜間課程を置く高等学校の生徒１人１回当たりの学校給食摂取基準 

区    分 基        準      値 

エネルギー       （kcal） ８２０ 

たんぱく質          (g) 
範囲 ※ 

３０ 
２５～４０ 

脂質          学校給食による摂取エネルギー全体の２５～３０％ 

ナトリウム（食塩相当量）  (g) ３未満 

カルシウム            (mg) ３８０ 

鉄                    (mg) ４ 

ビタミンＡ         (μgRE) ３００ 

ビタミンＢ1           (mg) ０．５ 

ビタミンＢ2           (mg) ０．６ 

ビタミンＣ            (mg) ３５ 

食物繊維               (g) ６．５ 

(注) １  表に掲げるもののほか、次に掲げるものについてもそれぞれ示した摂取について配慮すること。 
              マグネシウム ： 生徒１６０mg 

              亜     鉛 ： 生徒  ４mg 
２ この摂取基準は、全国的な平均値を示したものであるから、適用に当たっては、個々の健康及び生活活動等 

の実態並びに地域の実情等に十分配慮し、弾力的に運用すること。 

※  範 囲 ： 示した値の内に納めることが望ましい範囲 
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ウ 特別支援学校の幼稚部・高等部の幼児・生徒１人１回当たりの学校給食摂取基準 

区    分 
 基       準       値 

幼 児 生 徒 

エネルギー       （kcal） ５１０ ８２０ 

たんぱく質          (g) 
範囲 ※ 

１８ 

１５～２６ 

３０ 

２５～４０ 

脂質          学校給食による摂取エネルギー全体の２５～３０％ 

ナトリウム（食塩相当量）  (g) ２未満 ３未満 

カルシウム            (mg) ２８０ ３８０ 

鉄                    (mg) ２ ４ 

ビタミンＡ         (μgRE) １５０ ３００ 

ビタミンＢ1           (mg) ０．３ ０．５ 

ビタミンＢ2           (mg) ０．３ ０．６ 

ビタミンＣ            (mg) １５ ３５ 

食物繊維               (g) ４ ６．５ 

(注)  １  表に掲げるもののほか、次に掲げるものについてもそれぞれ示した摂取について配慮すること。 
                   マグネシウム ： 幼児 ４０mg、生徒１６０mg 

                   亜     鉛 ： 幼児  ２mg、生徒   ４mg 
２ この摂取基準は、全国的な平均値を示したものであるから、適用に当たっては、個々の健康及び生活活動

等の実態並びに地域の実情等に十分配慮し、弾力的に運用すること。 

※    範 囲 ： 示した値の内に納めることが望ましい範囲 

エ 特別支援学校の幼児児童生徒への適用

障害の種類と程度が多様であり、身体活動レベルも様々であることから、「学校給食摂取基

準」の適用に当たっては、個々の幼児児童生徒の健康状態や生活活動の実態、地域の実情等

に十分配慮し、弾力的に運用する。 

オ 学校給食摂取基準における推定エネルギー必要量及び各栄養素の基準値の基本的な考え方 

項  目 考     え     方 

エネルギー 

推定エネルギー必要量は、基礎代謝量と身体活動レベルを用いて算出した１日の必要

量の３３％、身体活動レベルは、児童（６～７歳）１．６５、児童（８～１１歳）及

び生徒（１２～１４歳）１．７である。 

たんぱく質 
ほとんどの児童生徒が推奨量を上回る十分な量を摂取している実態から、基準値は推

定エネルギー必要量の１５％、範囲は１２～２０％である。 

脂質 
将来の生活習慣病予防の観点から、基準値は推定エネルギー量に占める脂質の望まし

い比率で示し、総エネルギー摂取量の２５～３０％である。 

ナトリウム 

(食塩相当量) 

基準値は「食事摂取基準（２０１０年版）」の目標量、年齢ごとの平均の３３％未満

である。 

カルシウム 
「食事摂取基準（２０１０年版）」では、推定平均必要量、推奨量に変更されたこと

から、基準値は推奨量（1 日）の約５０％である。 

鉄 

基準値は「食事摂取基準（２０１０年版）」の推奨量（1 日）の３３％であるが、鉄の

摂取は、家庭はもとより学校給食でも容易でないことから、献立の創意工夫を行い、

摂取の確保に努める必要がある。 

ビタミンＡ 

児童の基準値は「食事摂取基準（２０１０年版）」の推奨量（1 日）の３３％であるが、

生徒については、ビタミンＡの摂取量が不足していることから推奨量の４０％に変更

するとともに、学校給食での過剰障害は問題となっていないことから上限値を廃止し

た。 
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ビタミンＢ１

ビタミンＢ２

基準値は「食事摂取基準（２０１０年版）」の推奨量（1 日）の４０％である。 

ビタミンＣ 基準値は「食事摂取基準（２０１０年版）」の推奨量（1 日）の３３％である。 

食物繊維 
「食事摂取基準（２０１０年版）」において、１８歳以上の目標量が１０ｇ／1000kcal

から８ｇ／1000kcal 程度に変更されたことに伴い変更された。 

マグネシウム 
望ましい数値として「食事摂取基準（２０１０年版）」の推奨量（1 日）の５０％であ

る。 

亜鉛 
望ましい数値として「食事摂取基準（２０１０年版）」の推奨量（1 日）の３３％であ

る。 

カ 市町村・学校における学校給食摂取基準設定の手順 

(ｱ) 実態把握（アセスメント） 

ａ 幼児児童生徒の体格や健康状態等（養護教諭・学級担任と連携） 

     ・年齢・性別、身長・体重、身体活動状況、発育の状況（成長曲線など）、疾病・アレル

ギー等 

     ・幼児児童生徒は成長期であり、１年間で大きく変化するので、４月と９月の状況を把

握することが望ましい。 

ｂ 幼児児童生徒の食事内容（栄養素等摂取状況）の把握 

     ・学校給食の摂取量の把握 

     ・家庭の食事（間食・夜食を含む）の調査 

ｃ 幼児児童生徒の食生活（意識や傾向）の実態把握 

 ・朝食や間食及び夜食の摂取状況、共食の状況、食事のマナー、好き嫌い、運動の状況、

就寝時間や起床時間等

ｄ 実態把握のための調査が難しい場合 

・集団の一部で実施したり、他の類似集団のデータを参考にしたりするが、少しずつ実

態把握ができるように進めることが必要である。

   (ｲ) 推定エネルギー必要量の算出 

ａ 算定式 

      推定エネルギー必要量（kcal/日） 

＝基礎代謝基準値（kcal/kg 体重/日）×体重（kg）×身体活動レベル＋エネルギー蓄積量（kcal/日）

    項目 

年齢 

基礎代謝基準値（kcal/kg 体重/日） 身体活動レベル エネルギー蓄積量（kcal/日） 

男子 女子 男女共通 男子 女子 

３～ ５歳 ５４．８ ５２．２ １．６５ １０ １０ 

６～ ７歳 ４４．３ ４１．９ １．６５ １５ ２０ 

８～ ９歳 ４０．８ ３８．３ １．７０ ２５ ３０ 

１０～１１歳 ３７．４ ３４．８ １．７０ ４０ ３０ 

１２～１４歳 ３１．０ ２９．６ １．７０ ２０ ２５ 

１５～１７歳 ２７．０ ２５．３ １．７０ １０ １０ 

     ※基礎代謝基準値：エネルギー蓄積量：「日本人の食事摂取基準２０１５」（厚生労働省）に基づく 

身体活動レベル：「学校給食摂取基準の一部改正について」（平成２５年１月３０日文部科学省通知）に基づく 
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ｂ 体重 

個々の幼児児童生徒の推定エネルギー必要量を求める場合は、個々の実測値であるが、

集団における望ましい推定エネルギー必要量の算出においては、標準体重を使用する。 

     ① 幼児 

身長体重曲線又は近似式を用いて、個々の身長から体重標準値を算出する。 

【身長体重曲線】 

【近似式】※「平成１２年乳幼児身体発育調査報告書」（厚生労働省） 

男児：体重標準値＝0.00206×身長(cm)×身長(cm)－0.1166×身長(cm)+6.5273 

女児：体重標準値＝0.00249×身長(cm)×身長(cm)－0.1858×身長(cm)+9.0360 

② 児童生徒 

  学校保健統計の身長別標準体重を求める計算式と係数を使用して算出する。 

身長別標準体重（kg）＝係数ａ×実測身長（㎝）－係数ｂ

  係数 

年齢  

男     子 女    子 

ａ ｂ ａ ｂ 

５ ０．３８６ ２３．６９９ ０．３７７ ２２．７５０ 

６ ０．４６１ ３２．３８２ ０．４５８ ３２．０７９ 

７ ０．５１３ ３８．８７８ ０．５０８ ３８．３６７ 

８ ０．５９２ ４８．８０４ ０．５６１ ４５．００６ 

９ ０．６８７ ６１．３９０ ０．６５２ ５６．９９２ 

１０ ０．７５２ ７０．４６１ ０．７３０ ６８．０９１ 

１１ ０．７８２ ７５．１０６ ０．８０３ ７８．８４６ 

１２ ０．７８３ ７５．６４２ ０．７９６ ７６．９３４ 

１３ ０．８１５ ８１．３４８ ０．６５５ ５４．２３４ 

１４ ０．８３２ ８３．６９５ ０．５９４ ４３．２６４ 

１５ ０．７６６ ７０．９８９ ０．５６０ ３７．００２ 

１６ ０．６５６ ５１．８２２ ０．５７８ ３９．０５７ 

１７ ０．６７２ ５３．６４２ ０．５９８ ４２．３３９ 

(ｳ) 栄養素不足者の評価 

実態把握（アセスメント）において栄養素等摂取状況から、各栄養素の摂取量がわかっ

ている場合は、厚生労働省が定めた日本人の食事摂取基準（２０１０年版）における摂取

不足の有無や程度を判断するための指標である推定平均必要量から不足者の程度を評価す

る。また、集団における摂取量の不足を評価する方法として確率法があるが、これについ
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ては、厚生労働省「日本人の食事摂取基準」策定検討委員会報告等を参考にして評価方法

を検討するとともに以下の点を踏まえて評価する。 

ａ 各学校等において基準値の策定を行う場合は、推定平均必要量以下の割合を評価し、

家庭における不足分を学校給食でどの程度補えるか判断する。 

ｂ 推定平均必要量は、個人の評価には用いない。 

(ｴ) たんぱく質・脂質・炭水化物の給与量の算出 

     推定エネルギー必要量からエネルギー比率でたんぱく質、脂質の順に給与量を算出し、

残りを炭水化物からのエネルギーとなるように給与量を算出する。 

【例】小学校中学年において推定エネルギー必要量が６４０kcal で、推定平均必要量に

おいて不足者がほとんどいないと評価された場合及び不足者の程度の評価がされて

いない場合は以下のように算出する。 

      ① たんぱく質 

        たんぱく質の基準値を推定エネルギー必要量の１５％で算出すると、６４０kcal

の１５％は９６kcal、たんぱく質１ｇは４kcal の熱量を出すので２４ｇとなる。 

      ② 脂質 

脂質の基準値を推定エネルギー必要量の２７％で算出すると、６４０kcal の 

２７％は１７２kcal、脂質１ｇは９kcal の熱量を出すので１９ｇとなる。 

③ 炭水化物 

        ６４０kcal のうちたんぱく質から９６kcal、脂質から１７２kcal 摂取するので残

りは３７２kcal、炭水化物１ｇは４kcal の熱量を出すので９３ｇとなる。 

   (ｵ) 各栄養素の給与量の設定 

ａ 推定平均必要量から各栄養素の不足者の程度の評価を行い、不足者が相当いると評価

された場合は、家庭で不足しがちな栄養素を、学校給食で補うことを検討し、給与量を

定めることとなる。 

家庭で不足しがちな栄養素として、カルシウム、鉄、食物繊維等が考えられる。著し

く不足者の多い栄養素であっても不足分を全て学校給食で補うことには限界があるため、

施設・設備、人的配置、学校給食費、１食の食事としての内容等を勘案し、できる範囲

で補うことを検討するが、カルシウム・鉄であれば推奨量（１日）、食物繊維であれば目

標量（１日）の１／３を下回らないことを原則とする。 

ｂ 推定平均必要量の各栄養素の不足者の程度の評価を行った結果不足者がほとんどいな

いと評価された場合及び推定平均必要量の各栄養素の不足者の程度の評価を行っていな

い場合は、国の示した学校給食摂取基準を参考とする。 

⑶ 食品構成の検討 

食品構成については、学校給食摂取基準を踏まえつつ、多様な食品を適切に組み合わせて、

食に関する指導や食事内容の充実を図らなければならない。また、各地域の実情や家庭におけ

る食生活の実態把握の上、日本型食生活の実践、我が国の伝統的な食文化の継承について十分

に配慮しなければならない。 

家庭の食事においてカルシウムの摂取が不足している地域にあっては、積極的に牛乳、乳製

品、小魚等の使用に配慮する必要がある。 

標準食品構成表の各食品群を構成する食品やその割合は学校給食栄養報告や全国の学校給食

の実態を踏まえたものであるが、あくまでも全国平均であることから、地域の食生活の実態を

十分に把握するとともに、各地域で提供している食品群の構成に基づいた食品構成表を作成し

なければならない。 
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学校給食標準食品構成表の各区分における留意点は次のとおりである。 

ア 主食

食物繊維の摂取の観点から、米には発芽玄米や胚芽米、大麦等を、一定割合使用すること

が望ましい。 

イ 牛乳 

牛乳は成長期の児童生徒のカルシウムの供給源として提供されており、家庭で不足するカ

ルシウムを補完する重要な役割を果たしている。 

ウ おかず 

(ｱ) 芋及び澱粉

芋は、食物繊維の供給源として重要である。 

(ｲ) 豆類

食物繊維の供給源として、また、豆を食する食文化を継承する観点から、児童生徒が無

理なく食べられる献立の工夫を行い、一層の摂取に努める必要がある。 

(ｳ) 種実類

鉄と食物繊維の供給源である。学校給食栄養報告では摂取量が少ない結果となっている。

調理方法の工夫を積極的に行うとともに種実類を一定程度混入した学校給食用パンの開

発などが望まれる。 

(ｴ) 緑黄色野菜類・その他の野菜類

野菜類は、日本標準食品成分表（２０１０）において緑黄色野菜、その他の野菜に分け

て示されていないが、給食時間や食に関する教科等における食に関する指導に活用できる

よう分けて示されている。同一食品が主菜、副菜、汁物にも使用されるなどの偏った食品

の使用にならないよう、多様な食品の使用に努める必要がある。 

(ｵ) 果物類

ビタミンＣ及び食物繊維の供給源として重要であることから、一層の摂取に努める必要

がある。 

(ｶ) きのこ類 

食物繊維の供給源として重要である。

(ｷ) 藻類

鉄及び食物繊維の供給源として重要であり、一層の摂取に努める必要がある。 

(ｸ) 魚介類

主菜として使用され、学校給食栄養報告においては適量摂取されている。魚の使用につ

いてはＥＰＡやＤＨＡなどの n-３系脂肪酸の摂取に配慮する必要がある。 

(ｹ) 小魚

カルシウムの供給源及び小魚を摂取する食文化の定着を図るため、魚介類から独立して 

使用量を示している。学校給食栄養報告では、摂取量が少ない結果となっていることから、

献立の工夫を行い、一層の摂取に努める必要がある。 

(ｺ) 肉類  

主菜として多く使用されており、学校給食栄養報告の結果では、食品構成の１.５倍程度

摂取されている。生活習慣病の予防の観点から、児童生徒の高たんぱく質・高脂質の食事

嗜好を助長しないよう肉類の摂取に留意する必要がある。 
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【学校給食の標準食品構成表(幼児児童生徒１人１回当たり)】         (単位：g)

（注） １ １か月間の摂取目標量を１回当たりの数値に換算したものである。 

２  適用に当たっては、個々の児童生徒等の健康及び生活活動等の実態並びに地域の実情等に十分 

配慮し、弾力的に運用すること。 

⑷ 献立原案の作成 

年間献立計画に基づいて次の手順で献立を作成する。 

① 主食（米飯、パン、麺）を決定する。 

② おかずを決定する。 

・主菜 

食 品：魚介類、肉類、卵類、豆類、豆製品等

調理法：煮物、揚げ物、焼き物、蒸し物等

・副菜 

   食 品：野菜、芋類、藻類、きのこ類、小魚類、種実類、果物類等

調理法：煮物、汁物、炒め物、和え物等

・その他 

食 品：デザート類等 

区分 幼児の場合
児童

（６～７歳）

児童

（８～９歳）

児童

（１０～１１歳）

生徒

（１２～１４歳）

生徒
（１５～１７歳）

主

食

米
飯

米 ５０ ５０ ７０ ９０ １００ １００ 

強化米 ０．１５ ０．１５ ０．２１ ０．２７ ０．３ ０．３ 

パ
ン

小麦 ４０ ４０ ５０ ７０ ８０ ８０ 

イースト １ １ １．２５ １．７５ ２ ２ 

食塩 １ １ １．２５ １．７５ ２ ２ 

ショートニング １．４ １．４ １．７５ ２．４５ ２．８ ２．８ 

砂糖類 １．４ １．４ １．７５ ２．４５ ２．８ ２．８ 

脱脂粉乳 １．４ １．４ １．７５ ２．４５ ２８ ２．８ 

牛乳 １５５ ２０６ ２０６ ２０６ ２０６ ２０６ 

お
か
ず

小麦及びその製品 ４ ４ ５ ７ ９ ９ 

芋及び澱粉 ２０ ２６ ３０ ３４ ３５ ３５ 

砂糖類 ３ ３ ３ ３ ４ ４ 

豆類 ４ ４．５ ５ ５．５ ６ ６ 

豆製品類 １２ １４ １６ １８ １８ １８ 

種実類 １．５ ２ ３ ３．５ ３．５ ３．５ 

緑黄色野菜 １８ １９ ２３ ２７ ３５ ３５ 

その他の野菜類 ５０ ６０ ７０ ７５ ８２ ８２ 

果物類 ３０ ３０ ３２ ３５ ４０ ４０ 

きのこ類 ３ ３ ４ ４ ４ ４ 

藻類 ２ ２ ２ ３ ４ ４ 

魚介類 １３ １３ １６ １９ ２１ ２１ 

小魚類 ２．５ ３ ３ ３．５ ３．５ ４ 

肉類 １２ １３ １５ １７ １９ １９ 

卵類 ５ ５ ６ ８ １２ １２ 

乳類 ３ ３ ４ ５ ６ ６ 

油脂類 ２ ２ ３ ３ ４ ４ 
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③ 栄養価を算出する。 

それぞれの食品の正味重量に、「日本食品標準成分表２０１０」（文部科学省作成）の数

値を乗じて栄養価を算出する。 

   ④ 給食費との調整を行う。 

     それぞれの食品の直近の価格等を参考に、正味重量に廃棄率を加味した購入量で価格を

算出し、実施可能な献立であるか検討し調整する。 

⑸ 献立作成上の留意点

ア 栄養面の配慮 

学校給食実施基準に基づき、幼児児童生徒に必要な栄養量を確保すること。 

イ 食に関する指導の教材としての配慮 

(ｱ) 教科等の食に関する指導と意図的に関連させること。 

(ｲ) 季節の食品や行事食など、使用する食品や献立のねらいを明確にすること。 

(ｳ) 地場産物や郷土に伝わる料理を積極的に取り入れ、幼児児童生徒が郷土に関心を寄せる

心を育むとともに、地域の食文化の継承につなげること。 

(ｴ) 地場産物を活用し、地域の食文化や産業、生産、流通、消費など食料事情等について理

解を深めさせること。 

(ｵ) 日常又は将来の食事づくりにつなげることができるよう、献立名や食品名を明確にする 

こと。 

 (ｶ) 学校行事や国際理解に関わる献立を取り入れること。 

(ｷ) セレクト方式、バイキング方式などを取り入れ、食品や料理を選択する力をつけさせる 

こと。 

【選択給食の特徴と留意点】 

 セレクト方式 バイキング方式 カフェテリア方式 

方

法

２種類以上の献立から各自が選択

できる方式 

各自が一度に多種類の料理を種

類・量とともに自由に選択できる方

式 

定量で多種類の料理の組み合わせ

を自主的に選択できる方式 

効

果

・自分で献立を選ぶため残食が少

い。 

・給食に対する関心が一段と高まる

る。 

・多種多様な料理を楽しむことがで

きる。 

・栄養のバランスを考えながら食事

を楽しむことができる。 

・自分で盛りつけることにより、配

食・配膳のマナー等を身に付ける

ことができる。 

・自分で食べ物をバランスよく選ぶ

ことができる。 

・料理の組み合わせの楽しさを味わ

うことができる。 

・自分の食べる量を知ることができ

る。 

献

立

作

成

の

留

意

点

・献立内容が栄養面、価格面につい

てあまり差がでないようにする。

・幼児児童生徒の嗜好、要望を反映

させる。 

・幼児児童生徒が内容を把握できる

献立名とする。 

・栄養のバランスを考え、選択でき

る組み合わせにする。 

・学校給食摂取基準を大きく上回ら

ないようにする。 

・素材のわかる調理方法とする。 

・一食単価が高価にならないよう食

品の選択に配慮する。 

・調理作業に無理のないようにす

る。 

・幼児児童生徒の嗜好、要望を反映

させる。 

実

施

上

の

留

意

点

・低学年で行う場合は、デザートな

どの単品のみが望ましい。 

・嗜好面だけに偏ることがないよ

う、栄養面の指導を事前に行うこ

とが大切である。 

・食物アレルギー等に配慮する。 

・取組は受ける側と供給する側の両

方から段階を経て行うことが望

ましい。 

・全教職員の理解と協力が必要とな

るため、協力体制を確立する必要

がある。 

・食物アレルギー等に配慮する。 

・個々の料理の栄養価がわかるよう

助言する。 

・選択方法など、事前の栄養指導が

必要となる。（例えば食品群等の

知識やテーブルマナー等） 

・栄養価を踏まえた選択の仕方を指

導する必要がある。 

・食物アレルギー等に配慮する。 
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ウ 嗜好面の配慮

幼児児童生徒に喜ばれる献立を作成することは大切なことである。ただし、嗜好のみに左

右され、栄養面の配慮が軽視されることのないようにする。 

(ｱ) 日々の喫食状況の把握や残食調査、幼児児童生徒の嗜好調査を行い、献立内容に生かす

こと。 

(ｲ) 食品の組み合わせや調理方法の工夫を図り、幼児児童生徒の嗜好の偏りをなくすよう配

慮すること。 

(ｳ) 幼児児童生徒のリクエスト献立や幼児児童生徒が考えた料理や献立を取り入れるなど、

幼児児童生徒が主体的に学校給食に関わることができるようにすること。 

 エ 安全面の配慮 

(ｱ) 食物アレルギーのある幼児児童生徒の実態と、施設や人員を考慮した無理のない食物ア

レルギー対応をすること。 

(ｲ) 嚥下障害のある幼児児童生徒の実態を把握し、窒息事故を防止すること。 

オ 衛生面の配慮 

(ｱ) 学校給食衛生管理基準の献立作成の項目に基づいて、安全な調理が実施できる献立とす

ること。 

ａ 学校給食施設設備、人員等の能力に応じたものとするとともに、衛生的な作業工程及

び作業動線となるよう配慮すること。 

ｂ 細菌の増殖等が起こりやすい高温多湿の時期は、なまもの、和えもの等について配慮

すること。 

ｃ 保健所等から情報を収集し、地域における感染症や食中毒の発生状況に配慮すること。 

ｄ 献立作成委員会を設けるなどにより、栄養教諭・学校栄養職員、保護者その他の関係

者の意見を考慮すること。 

ｅ 統一献立(複数の学校で共通して使用する献立をいう。)を作成するに当たっては、食

品の品質管理及び確実な検収を行う上で支障を来すことがないよう、地域別・学校別に

分けるなど適正な規模での作成に努めること。 

(ｲ) 施設設備、調理員数、調理時間、配送、容器等の実態を踏まえ、調理後できるだけ短時

間に適温で提供できるよう配慮すること。 

(ｳ) 野菜類は、二次汚染防止の観点から、原則として加熱調理とすること。生野菜を提供す

る場合は、市町村教育委員会等において食中毒の発生状況を確認するなど安全性に配慮す

ること。 

カ 特別支援学校での配慮 

(ｱ) 幼児児童生徒が無理なく食べられるような献立及び調理について十分配慮すること。 

(ｲ) 幼児児童生徒の食品の偏りやこだわりに対し、少しずつ食の幅を広げることができるよ

う配慮した献立の工夫をすること。 

(ｳ) 障害に応じた食に関する指導の効果的な教材となるよう創意工夫に努めること。

(ｴ) 学校給食は、家庭や寄宿舎における食生活や病院における食事と密接に関連しているこ

とから、関係者と連携し共通理解を図りながら、幼児児童生徒の生活習慣全体を視野に入

れた食事管理に努めること。 
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キ  その他の配慮

学校給食が家庭における日常の食生活のモデルとなるよう配慮すること。 

⑹ 献立の決定 

ア 献立作成委員会の役割 

栄養教諭・学校栄養職員が作成した献立原案について、献立作成の基本方針や幼児児童生

徒の実態、学校の現状等を踏まえて検討協議する。 

学校給食衛生管理基準では、献立作成委員会を設けるなどにより、栄養教諭・学校栄養職

員、保護者その他の関係者の意見を尊重することが求められている。 

献立作成委員会は、市町村教育委員会単位で設置するほか、単独調理場が独自で献立を作

成している場合には学校にも設置が必要である。献立作成委員会として単独の委員会の設置

が難しい場合は、食育推進委員会等既存の委員会を活用することも考えられるが、委員会の

協議内容に献立作成の基本方針の決定や献立の検討を明記し、協議記録を保管する必要があ

る。 

イ 各種委員会との連携 

    学校給食を食に関する指導の生きた教材として活用するとともに、安全な学校給食を提供

するため、学校給食運営委員会、食育推進委員会、食物アレルギー検討委員会、物資選定委

員会等、各種委員会が連携し、協議結果等を共有することが必要である。

 ⑺ 献立表の作成 

ア 家庭配布用 

    学校給食や食育推進への理解や啓発を図る手段として、料理の内容や献立のねらいが分か

りやすく、家庭においても取り入れてみようという意欲が起きるような紙面づくりが必要で

ある。また、食物アレルギーのある幼児児童生徒やその保護者にとって分かりやすい献立表

の工夫が必要である。

  イ 調理場用 

    調理従事者が作業工程表、作業動線図を適切に作成し、安全においしく調理できるための

情報として、年月日、献立名、料理名、食品名、１人当たりの食品使用量、給食数、購入量、

調理方法、食器具の使用例等の事項が記載されていることが望ましい。 

ウ 食に関する指導の教材 

    教科等や給食の時間における食に関する指導の教材として活用できるよう、小学校と中学

校それぞれの学習内容や発達段階に応じた献立表とすることが必要である。


